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原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UN-

SCEAR）2016年白書に，東京電力福島第一原発事

故後の小児甲状腺がんの多発を否定する検討結果が

報告されている1。それは1ページにも満たない記述

である。短いながらも日本学術会議や福島県の県民

健康調査検討委員会での議論に影響を与えている。

本稿ではその記述にある問題点を，総論としては議

論の論理的な枠組みについて，各論としては疫学の

基本的な視点から検討する。

議論の枠組みにある問題点

本稿末尾に 2016年白書の該当箇所（第 111節と第

112節）とそこに出現する順番で引用文献を再録す
る。文献番号は，［T17］というように，著者のフ
ァミリーネームのイニシャルと番号とを組み合わ
せた独特の方法が採られていて，合わせて 8つ
の文献が確認できる。うち 6つの文献は国際環
境疫学会の “Epidemiology”誌からの引用である。
他 の 2つ は，“PLoS One”誌 と “The New Eng-
land Journal of Medicine”（“N. Engl. J. Med.”）誌からの
もので，それぞれ，小児甲状腺がんの青森・山
梨・長崎 3県調査［H3］，および，韓国の成人甲状
腺がんを対象としたスクリーニング効果と過剰診
断についての論文［A2］である。“Epidemiology”誌
からの引用文献のうち，論文と言えるものは津田

敏秀氏らの論文［T17］だけである2。これらは，オ
ープンアクセスになっているので誰もが自由に閲
覧できる。“Epidemiology”誌のホームページに
アクセスすると容易に理解できるが，残りは論文
［T17］に対する批判的レターとそれらに対する津
田氏らの回答［T16］である。“Epidemiology”誌は
通常の論文審査プロセスに加えて，電子出版の後
に読者からの意見を集め，それに対して著者らが
回答するという公開された議論の機会を設けてい
る。論文［T17］には 7件の批判的レターが寄せら
れた。2016年白書はそこから 4件のレター（［J2］，

［T6］，［W2］，［T5］）を選んでいる。批判的レターを
書いた読者らが回答［T16］に対してまだ疑問があ
るのであれば繰り返して編集者にレターを送るこ
ともできるはずであるが，それは止まっているよ
うである。すなわち，“Epidemiology”誌での議
論は津田氏らが受け取ったボールを投げ返した状
態で止まっている。先の “PLoS One”誌の 3県調
査の論文［H3］は，論文［T17］にも元々引用されてい
たものである。“N. Engl. J. Med.”誌の韓国での
スクリーニング効果の論文［A2］は，批判的レター
［W2］の引用文献であり，津田氏らは回答［T16］に
おいてそれを引用し，韓国の検査と福島県での検
査との間にある診断基準の違いを具体的に指摘し
ている。このような意味で，2016年白書の該当
箇所は，“Epidemiology”誌への津田氏らの論文
［T17］提出とそこに対する 7件の批判的レターと
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の間のやり取りを受けて記述されたものである。
国連総会に対して「電離放射線への被ばくのレベ
ルと影響を評価し報告すること」を任務とする
UNSCEARには，そのやり取りをまず正確に報
告することが求められることについては言うまで
もないだろう。
登場する 8つの引用文献のこのような相互関

係を理解した上で末尾コラムに引用した該当箇所
を読むと，ここで行われている UNSCEARによ
る議論の枠組みが，通常の科学論文や報告書では
ありえない構造になっていることが明らかになる。
批判的レターへの回答［T16］がまとめられている
にもかかわらず，その中身には一切踏み込まず，
批判的レターの内容でもって論文［T17］とその回
答［T16］に関する議論を UNSCEARは展開してい
るのである。引用はされているものの，回答［T16］

の内容は完全に無視されている。議論の枠組み自
体が常軌を逸しており，これは専門性や科学性，
真実性以前の問題である。学術誌 “Epidemiolo-
gy”において行われた専門家による議論という科
学的な営みを侮辱する行為である。本稿の副題に
ある非科学的な枠組みとは，これを指す。2016
年白書は「このような弱点と不一致があるため，
本委員会は，Tsuda et al.による調査が 2013年報
告書の知見に対する重大な異議であるとはみなし
ていない」と結論しているが，これは学術誌
“Epidemiology”において行われた議論を読んだ
人には到底書くことのできない結論である。まと
もな学術誌であれば，UNSCEARのこのような
議論は，各論以前の総論において，議論の枠組み
が不真面目であることを理由にして掲載不可にす
るだろう。

UNSCEAR 2016年白書が抱えているこの議論
の枠組みにある問題は，すでに津田氏が本誌上で
指摘している3。筆者の知る限りでは，原子力規
制庁の内実を暴いている一般向けの書籍でも言及
されている4。事故から 7年以上が経過した今に
なっても，小児甲状腺がんの多発を否定する根拠
として UNSCEARの報告類をとり上げる人たち
は，その結論部分のみを読んでいるのだろう。

調査計画を立てたのは福島県立医科大学

UNSCEARは論文［T17］についての記述の冒頭
で，「調査の計画と方法」が「あまりにも偏りが
生じやすいもの」としている。しかし，調査を計
画したのもその方法を決めたのも福島県立医科大
学（福島医大）なので，この批判は失当である。2011
（平成 23）年度に汚染レベルの高い 13市町村が対象
となり，2012（平成 24）年度に中通りの市町村が，
そして 2013（平成 25）年度に会津やいわき市などの
残りの地域が対象になるように計画したのも福島
医大である。論文［T17］は福島医大が行った調査
結果を分析したのである。UNSCEARがこの事
実を知らないとすると調査と調査能力の不足であ
る。文献［J2］は，疫学の方法論としてはコホート
研究や症例対照研究が生態学的研究よりも優れて
いて，個人の被ばく線量にもとづいた議論になっ
ていないことを批判している。しかし，被ばく線
量が計測されていないのは津田氏らのグループの
責任ではない。文献［J2］の批判は，無い物ねだり
と言えるだろう。そして，被ばく線量を利用せず
に生態学的研究が取り組まれていることを批判し
た［J2］の記述が，UNSCEAR 2016年白書ではあ
たかも論文［T17］の内容に不備があるかのような
書き方になっていることは極めて大きな問題であ
る。
福島医大は文献［J2］に対して県民健康調査はコ
ホート調査として設計されていると応答しており，
津田氏らの研究はその公表データを用いている。
津田氏らの研究では，曝露を地域という操作変数
で取り込んでおり，疫学的に正当で十分な分析で
ある。個人の曝露量がなければ分析できないとす
るのは通常の疫学の考え方から逸脱しており，個
人の曝露量データがあったとしてもバイアスがあ
ることは考慮しなければならない。それゆえ，地
域別の分析には十分な合理性がある。コホート研
究か生態学的研究かの区別を云々するよりも，得
られる分析内容に正対することが重要である。
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平時の小児甲状腺がん発生率は無視して
統計的信頼性の低い数値で批判

多発であることを疫学的に証明するには，対象
とする症例数を数えあげて平時の発生率と比較す
るしかない。論文［T17］は，平時の小児甲状腺が
んの発生率を 100万人あたり 3人としている。
UNSCEARは文献［H3］と［T6］，［A2］を引用しつつ
これを批判している。文献［H3］は事故後に行われ
た 3県調査の結果であるが，4365人の対象者か
ら 1人にがんが見つかった。100万人あたりだと
229人だから，福島県の検査と同程度だという主
旨である。ポアソン分布だと計数 1の 95％信頼
区間は 0.025318から 5.571643なので，100万人
あたりでは 5.8人から 127.6人となる。平時のが
ん発生率が 5.8人だとしても，あるいは 127.6人
だとしても，このデータは整合する。対象者の年
齢も 3歳から 18歳であり，発生率が極めて低い
3歳未満の年齢層は対象者に含まれていないこと
に注意が必要であるが，2016年白書はこれにも
触れていない。科学的には，対象者数も症例数も
少ないために統計的に意味のある議論はできない
としか言えない。文献［T6］では，岡山大学で
2012年に 2307人の新入生から 3人にがんが見
つかったことが挙げられている。大学の新入生な
ので 18歳以上であり，対象となる年齢層が明ら
かに異なる。津田氏らは回答［T16］において，
2012年から 2015年の期間の受診累計（在校生も含
む）3万 6927人からはこの 3人以外にがんは見つ
かっていないことを明記している。2012年には
3人見つかったが，その後の 3年間にはがんは見
つからなかったのである。UNSCEARはこれを
無視して白書を書いた。これも科学以前の問題で
ある。
最も問題なのは，UNSCEARの姿勢には平時

の小児甲状腺がんの発生率がどの程度なのかをは
っきりさせようとする課題意識が感じられないこ
とである。どう見ても統計的な信頼性を欠く数字
に無分別に飛びついて白書を書いてしまう姿勢は，

到底，科学的とは言えない。

韓国の成人と福島の小児，診断基準が
異なる結果を平気で比較している

文献［A2］は韓国で広範な検査を行うとスクリー
ニング効果によって発見率が 15倍になったとい
う報告であり，発見率は高くなっても死亡率は増
えなかったことを強調している。これは小児では
なく成人を対象にした報告である。ここまで徹底
したスクリーニングでも 15倍にしかならないと
理解すべきであろう。ここで重要なのは診断基準
の相違である。福島県の検査では 5 mm以下の結
節は 2次検査対象外だが，文献［A2］の場合には 5 
mm以下の小さなものも手術の対象にしている。
津田氏らは回答［T16］においてこの相違点を明確
に説明している。福島医大の鈴木眞一教授もこの
点を強調した発表を 2016年 9月の国際専門家会
議で行っており6，そこには UNSCEARのメンバ
ーも出席していた。UNSCEARはこれも無視し
て 2016年白書を書いたことになる。

平均有病期間 4年は不当に短いのか，
むしろ長いのではないか

第 111節末尾の，文献［T5］を引用しつつ行って
いる「検診で検出されたがんの一部は，放射線被
ばくの前から存在していた可能性がある」という
指摘は，このままではわかりにくいだろう。これ
は論文［T17］において平均有病期間が 4年と仮定
されていることへの批判である。1巡目の検査に
よって有病者数が求まったが，これを平時の発生
率と比較するために平均有病期間が必要だからで
ある。問題はこの 4年という期間が分析結果を
変えるほど短いのかということである。文献［T5］

は 4年が原発事故からがん検出までの最大期間
であるとし，事故以前からがんが存在している可
能性を指摘し，さらに長い期間を想定する必要を
示唆している。平時の発生率として 100万人あ
たり年間 3人を基準とすると，平均有病期間が 4
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年の場合，有病割合は 12人である。有病割合は
平均有病期間に比例して増える。事故時に 18歳
以下であった小児らが検査の対象者であるが，回
答［T16］では，平均有病期間を 20年にしても多発
であるという結果が得られることが記されている。
「検診で検出されたがんの一部は，放射線被ばく
の前から存在していた」としても，多発であると
いう結果は変わらないのである。一部のがんが事
故前からあるのは自然であるが，それが多発をも
たらしているのではないことを分析結果が示して
いる。疫学の基本である平均有病期間と発生率，
有病割合の関係を UNSCEARは理解していない
といわざるを得ない。
現在の視点からすると 2016年白書を用意する

時期には既に 2巡目の検査結果も出始めていて，
2年という短い期間で 1巡目に匹敵する高い発生
率が認められていたことのほうが重要であろう。
検査が繰り返されている場合には，有病者数を検
査の間隔で割ると発生率が得られるので，これを
受診率の高かった地域で求めることも十分にでき
たはずである。論文［T17］はこれにも言及してい
るが，UNSCEARは 2016年白書においてそれを
完全に無視している。

事故からの経過時間を考慮すると
線量反応関係は見えている

第 112節では文献［W2］を引用して，「被ばくが
比較的低い地域，中程度の地域，および高い地
域」の「小児甲状腺がん有病率」を比較して，
「線量反応関係の傾向は何ら認められなかった」
と結論づけている。この区分けを論文［T17］の区
分けであると記しているが，これは UNSCEAR
の事実誤認である。この区分けは福島医大による
ものである。3つの地域を比べる分析は文献［W2］

以外の他のレターでも行われていて7，そちらに
は図もついているのでそれを紹介したい（図 1）。
3本の棒グラフは左から，汚染の低い地域，中

程度の地域，高い地域の 100万人あたりの有病
割合を表している。文献［W2］では，「被ばくが最

も高い地域と最も低い地域における甲状腺がんの
有病率の比」を求めている。比を求めているので
有病割合（有病率）も求めたはずであるが，3つの有
病割合の異常な高さそのものには一切言及してい
ない。文献［W2］の著者らは，異常事態ではないと
いう結論からしか発想していないのだろう。技術
的な側面では，論文［T17］において 9つに分けら
れた地域で内部比較を行い，中通りの市町村で発
生率が高い傾向のあることを検出している。それ
にもかかわらず，わざわざ区分けを少なくした議
論を持ち出して地域差を見えにくくしている。地
域差が見えにくい一因は，地域によって検査の時
期がずれているからである。
線量反応関係を問題にするということは，原発
事故との関係で甲状腺がんの有病数を考えるとい
うことに他ならない。その場合には汚染あるいは
被ばく線量の高低だけでなく，事故から検査まで
の時間が結果に影響する。一定の割合でがんが発
生していても，検査に要する期間が長くなるとそ
れに比例するようにしてより多くのがんが見つか
るからである。東電福島原発事故の場合には，最
も汚染レベルの高い地域の検査が最初に取り組ま
れたので，事故と検査までの期間は最も短い。そ
れでも他の地域と同程度の有病割合が観察されて
いるということは，発生率にするとより高くなっ
ていることになる。
回答［T16］において津田氏らは事故と検査まで
の期間を考慮に入れた分析結果を示している。汚
染の高い地域には 1年，中程度の地域には 2年，
低地域には 3年と期間を与えると，表 1のよう

図 1―異なった汚染地域における甲状腺がんの有病割合7
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な結果が得られる。
有病割合のオッズ比（POR）は，汚染の高い相双
地域で高くなり，汚染の低い会津地方や県北東部
では低くなっている。放射性セシウムによる土壌
汚染は低いものの，放射性ヨウ素の通り道になっ
たいわき市でも高い傾向にある。初期被ばく線量
がまったくと言っていいほど計測されていないも
のの，疫学理論にしたがって分析を行うとここま
で見えてくるという見本のような分析結果である。
ところが UNSCEARはこの回答［T16］での分析を
完全に無視した。線量反応関係を口にしながらも
事故と検査までの期間すら考慮していない文献
［W2］を根拠にした批判を白書でわざわざ繰り返す
ことで，“Epidemiology”誌において行われてい
た議論を極めて低いレベルにまで後退させてしま
った。

チェルノブイリ原発事故の翌年からの過剰発生

UNSCEARは次のように述べてこの節を閉じ
ている。「（a）Tsuda et al.論文は，放射線被ばく後，

1年～2年以内に過剰発生があったと報告してい
るが，チェルノブイリ原発事故後の調査および甲
状腺への線量がより高かった他の調査において，
3年～4年以内での過剰発生は見られていない。
（b）FHMS〔引用者注：福島県「県民健康調査」〕における
甲状腺がんはすべて，放射線被ばく時に 6歳～
18歳の年齢層で発生しているが，他の調査では
甲状腺がんの誘発は小児早期（5歳未満）に被ばくし
た年齢層で最も多く発生している。（c）測定され
た甲状腺の線量は，報告された高有病率と整合す
るには低すぎる」と。
1986年のチェルノブイリ原発事故の後に小児
甲状腺がんが発生した様子を表 2に示す8。
UNSCEARが言うように事故から 4年後となる
1990年から発生数が急増している。しかし，観
察数と期待値との差を見ると 1年後から過剰で
ある。1990年からの増加が凄まじいので少なく
感じるのはそうだとしても，事故の翌年から過剰
である。1990年ごろから日本も含めて海外の研
究者らが超音波検査装置を持ち込んで検査が行わ
れるようになったようである。福島県では事故後

表 1―事故から検査までに要した時間を考慮した場合の 1巡目の内部比較［T16］
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の 1年目から超音波検査装置による検査が行わ
れているがベラルーシではそうではなかった。成
長の早いがんは 1年後には見つかっていること
にも注意が必要である。歴史に ifはないが，当
初から超音波検査が行われていたとすれば，さら
に多くの症例が観察されていたのだろう。

最も幼い年齢層の発症は今後に注意

UNSCEARは「甲状腺がんはすべて，放射線
被ばく時に 6歳～18歳の年齢層で発生してい
る」としているが，福島県でも既に事故当時 4
歳以下だった子どもらに甲状腺がんが見つかって
いるので，この記述は既に事実に反している9。
この症例は県民健康調査として行われている検査
外で見つかったので，この意味でも事態は深刻で
ある。図 2は，福島医大の鈴木眞一教授が 2016
年の国際専門家会議で発表した資料からの引用で
あり，チェルノブイリ原発事故後のウクライナと
東電福島第一原発事故後の福島における小児甲状
腺がんの年齢分布である6。ウクライナについて
は事故後 4年以内の期間と 5年から 8年にかけ
ての期間とに分けて図示されている。事故から 4
年以内の年齢分布で比較すると，福島の年齢分布

はウクライナのそれとむしろ酷似している。また
UNSCEARは「他の調査では甲状腺 がんの誘発
は小児早期（5歳未満）に被ばくした年齢層で最も多
く発生している」と記しているが，ウクライナの
例ではやはり高年齢の層での発生が顕著である。
福島県でも低年齢層での発症がこれから現れてく
る可能性があると考えるべきである。

被ばく線量が低いと言える根拠こそ
問い直すべきである

UNSCEARは「測定された甲状腺の線量は，
報告された高有病率と整合するには低すぎる［T6, 

W2］」としている。文献［T6］は，一つの参考文献10

を引用しつつ「福島県において事故直後に計測さ
れた 1000人以上の子どもらの甲状腺線量は，99
％が 15 mSv以下であり，最大値はおよそ 35 
mSvであった」とし，文献［W2］も別の参考文献11

を引用しつつ「福島県内で測定された甲状腺中放
射能の測定レベルは Tsudaらが主張する高いが
ん発生率に必要となるものと比べると極めて低
い」としている。これらの引用文献10, 11を見ると，
ここに言う甲状腺線量の測定値とはともに 2011
年 3月下旬にいわき市や飯舘村，川俣町で測定

表 2―チェルノブイリ原発事故後のベラルーシにおける小児甲状腺がんの発生数8
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された 1080人分の測定値であることがわかる。
「報告された高有病率と整合する」もなにも，検
査を受けている子どもらの甲状腺線量は不明とし
か言わざるを得ないのであるが，この 2016年白
書の結びの箇所を読むと，あたかも検査を受けた
子どもらの甲状腺線量が計測されているかのよう
な誤解を与える。1080人分の測定値をもって，
その他の人々の線量もまた低かったと断じるのは
暴論である。被ばく線量が不明であるという状況
下における最も科学的な方法は，生態学的な疫学
研究をしっかりと行うことに尽きるということを
再度強調したい。むしろ高い有病割合に応じた被
ばくがあったとするのが科学的態度であろう。
図 3は，チェルノブイリ事故後の甲状腺線量
の測定値とシミュレーションによる推定値との関
係を示している12。縦軸と横軸はともに対数スケ
ールである。国際的共同研究として取り組まれた
大掛かりな研究であったが，測定値とシミュレー
ションとが一致することはなくて，オーダーがあ
えばまだましなほうである。不一致の要因がいろ
いろと議論されているが，生物学的半減期の個人
差や甲状腺質量の個人差についても考察が加えら
れている。「計測値」と言いながらも直接測れる

のは甲状腺中の放射能であり，そこから国際放射
線防護委員会（ICRP）の線量換算係数を用いて計算
することになるが，その線量換算係数は平均的な
人物を想定した数値なので個人差を考慮すること
が不可能なのである。「計測値」があったとして
も，原発事故後に住民個々人の被ばく線量を精度
よく決定することは不可能である。人類はすでに
2度も失敗したし，今現在も準備ができていない。

結びに

これまで見てきたように UNSCEAR2016年白
書は，学術誌 “Epidemiology”において行われた
議論をねじ曲げている。特に，先行して電子出版
された津田論文に寄せられた批判レターに対する，
津田氏らの回答をまったく無視している。このた
めに，平時の小児甲状腺がんの発生率や有病期間
についての議論が掘り下げられることもなく，一
巡目の検査結果でも確認できる線量反応関係につ
いても議論が行われなくなってしまった。
UNSCEARが科学の営みを疎外している。
ここでチェルノブイリ原発事故の後は，どのよ
うにして小児甲状腺がんが原発事故の結果である

図 2―チェルノブイリ原発事故後のウクライナと東電福島原発事故後の福島における小児甲状腺がんの年齢分布6
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と理解されるようになったのかを振り返っておき
たい。それを決定的にしたとされる論文の要旨に
は次のように記されている13。「1987年から 89
年に生まれた 9472人の子どもらには甲状腺がん
はなかったが，1986年 4月 27日から 12月 31
日までに生まれた 2049人には 1人に，1983年 1
月 1日から 1986年 4月 26日までに生まれた
9720人には 31人に甲状腺がんが見つかった。チ
ェルノブイリ原発事故による短寿命の放射性降下
物がチェルノブイリ近郊に住む子どもらの甲状腺
がんをもたらしたのであろう」と。著者を見ると，
故長瀧重信氏や山下俊一氏の名前もある。この時
には，およそ 1万人の子どもらの甲状腺検査を
しても 1人も見つからないレベルが事故に関係
ないレベルであると理解されていたのである。福
島県の県民健康調査やその検討委員会に関与して
いる方々には，是非ともこの頃の振る舞いを思い
出してもらいたい。

UNSCEARという国際機関が述べていること
だとしても，科学的な姿勢を保ち，真実性を確保
するためには，その結論を鵜呑みにしてはならな
いことを最後に強調しておきたい。国際機関であ
っても間違いを犯すことがあることの一例として
これを示したつもりである。そして，2016年白
書が一切言及せず，忘れ去られたかのように行わ
れなくなった議論，すなわち，2巡目以降の検査

結果はスクリーニング効果や過剰診断の影響を原
理的に受けないが，そこにおいても多発が認めら
れているという曲げようのない事実を改めて指摘
し本稿の結びとしたい。

付記：本稿は，日本科学史学会第 65回年会におけるシン
ポジウム「放射線影響評価の国際機関（UNSCEAR）の歴
史と現在」での発表を元に加筆したものである。同シンポ
ジウムは，JSPS科研費 JP16H03092の助成を受け，企
画・実施された。
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コラム
2016年白書の該当箇所（第111節と第112節）

と引用文献

111．1編の論文［T17］（およびその後に発表された，批

判への回答［T16］）は，甲状腺がんの発生率が放射線
によって上昇したことを証明できると主張してい
る。著者らは福島県で 50倍（95％信頼区間：25倍～

90倍）の過剰を報告している。しかし，調査の計
画と方法は，この解釈を正当化するにはあまりに
も偏りが生じやすいもの［J2］であった。Tsuda et 

al.［T17］は，観察された甲状腺がんの発見率に対
する，甲状腺の高感度超音波検診の影響を十分に
は考慮に入れていない。彼らの結論は，FHMS〔引

用者注：福島県「県民健康調査」〕集団検診を受けた人
の甲状腺がん発見率と，小児甲状腺検診結果がほ
とんど含まれていない日本の他の地域での発見率
との比較に基づいていた。小児期に検診を受けた
他集団，特に被ばくしていない 3県で超音波検
診を受けた小児についての調査［H3］，および日本
の若年層における他の検診調査［T6］では，放射線
被ばくのない甲状腺がんのベースライン発見率が
FHMS発見率と同程度であることが判明している。
同様に，韓国で広範な検診を行ったところ，甲状
腺がん発見率の明らかに大幅な上昇を経験した
［A2］。また，検診で検出されたがんの一部は，放
射線被ばくの前から存在していた可能性がある
［T5］。

112．Wakeford et al.［W2］は，FHMSが調査した
小児甲状腺がん有病率について，事故に起因する
被ばくが比較的低い地域，中程度の地域，および
高い地域（Tsuda et al.の定義によるもの）にそれぞれ居
住していた小児の有病率を比較することで，Tsu-

da et al.の論文のデータを分析している。Wake-

ford et al.による分析では，線量反応関係の傾向
は何ら認められなかった。実際，被ばくが最も高
い地域と最も低い地域における甲状腺がん有病率
の比はわずか 1.08（95％信頼区間：0.60～1.96）であ

った［W2］。このほかにも，Tsuda et al.と小児の
放射線誘発甲状腺がんに関するデータの本質的な
部分には，以下のような不一致が見られる。（a）
Tsuda et al.論文は，放射線被ばく後，1年～2年
以内に過剰発生があったと報告しているが，チェ
ルノブイリ原発事故後の調査および甲状腺への線
量がより高かった他の調査において，3年～4年
以内での過剰発生は見られていない。（b）FHMS

における甲状腺がんはすべて，放射線被ばく時に
6歳～18歳の年齢層で発生しているが，他の調
査では甲状腺がんの誘発は小児早期（5歳未満）に被
ばくした年齢層で最も多く発生している。（c）測
定された甲状腺の線量は，報告された高有病率と
整合するには低すぎる［T6, W2］。このような弱点
と不一致があるため，本委員会は，Tsuda et 

al.による調査が 2013年報告書の知見に対する重
大な異議であるとはみなしていない。
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